
1．はじめに

　鉄道のソフト面からの地震防災対策として，地震発生
直後の迅速かつ適切な早期地震警報により走行中の列車
を減速・停止させることは非常に重要である。鉄道沿線
やその周辺の海岸部および内陸部には数 km～数 10km
間隔で地震計が設置されており，揺れの大きさがある規
定値を超過した場合に警報を出力する手法1）や，P波初
動を使用して地震諸元推定を行い被害が予測される範囲
に警報を出力する手法2）が現在運用されている。前者の
手法（通称：S波警報）は主に主要動である S波部分で
警報を出力しており，警報発令から沿線に主要動が到達
するまでの余裕時間がほとんど確保できないことが多
い。後者の手法（通称：P波警報）は地震諸元を推定す
るのに P波開始から 1秒以上のデータを要する。した
がって地震検知から警報出力までに少なくとも 1秒以
上かかり，沿線近傍で発生する内陸地震に対しては警報
出力が遅れる場合もある。
　そこで近年，P波に対して S波/P波の比を掛け合わ
せることで観測点直下のサイト特性を直接反映させ，精
度良く S波を予測できる新たな警報手法が開発されて
きた3）4）。この「P波規定値超過判定手法」はこれまでに，
福島県沖で発生した中規模地震4）や巨大地震である
2011年東北地方太平洋沖地震5），内陸地震である 2016
年熊本地震6）を対象に，警報の即時性や S波の予測精度

について実証されてきた。一方，今後本手法を鉄道の早
期地震警報に導入するためには，即時性や S波予測精
度に加えて，警報出力判断の正確性について現行の警報
手法と比較検証する必要がある。
　本研究では 2004年新潟県中越地震の，鉄道沿線での
記録を含む本震データに適用することで，鉄道沿線近傍
で発生する内陸地震に対する本手法による警報の即時性
および警報出力判断の正確性について検証する。

2．データ

　本研究では，防災科学技術研究所の K-NETおよび
KiK-net7），東日本旅客鉄道株式会社の地震検知点で記録
された地震データを使用した。図 1に観測点位置を示す。
解析には 2004年新潟県中越地震の本震データと，2006
年 2月～2014年 9月に発生した気象庁マグニチュード
（Mj）4.0～5.9である 87の中小規模地震のデータを使
用した。図 1に 2004年新潟県中越地震本震の震央位置
と震源断層の地表投影面8）をあわせて示す。また，図 2
に 87地震の震源位置とマグニチュードを示す。

3．P 波規定値超過判定手法

3. 1　手法の概要
　図 3に P波規定値超過判定手法の概念図を示す。本
手法は，P波に対して事前に過去の地震データを用いて
算出した S波/P波振幅比を乗ずることで S波を直接予
測するものであり，従来の主に S波部分で警報出力さ
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図 1　使用した地震データの観測点位置

図 2　使用した地震データの震源位置とマグニチュード
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れる手法よりも大幅に速く警報を出力できる可能性があ
る。本手法は既往の研究により次のように定式化されて
いる4）。

 (1)

　ここで，Os
Sは地表の S波フーリエスペクトル，Os

Pは
地表の P波フーリエスペクトルである。また，b（ω）
には震源，伝播経路，P波および S波のサイト増幅特性
の影響が含まれているが，S波/P波のフーリエスペクト
ル比に対しては震源と伝播経路の影響は十分小さいこと
が知られている3）。この式 (1)を時間領域で展開するこ
とで，リアルタイムで観測された P波振幅に対し S波/
P波振幅比を乗じて S波振幅を予測することが可能とな
る。なお，S波/P波振幅比は各観測点のサイト増幅特性
をよく反映しており，これを用いることで観測点ごとの
地盤情報を考慮した高精度な S波予測が可能となる。

3. 2　S 波/P 波振幅比
　観測点ごとに固有の S波/P波振幅比は，あらかじめ
過去の地震データを使用して求めておく必要がある。本
研究では，図 1に示した各観測点の S波/P波振幅比を，
図 2に示した 87地震の加速度記録から算出した。S波/
P波振幅比の算出手順を以下に示す。
（1） P波および S波の開始時刻を読み取る。
　 　 上下成分の P波開始時刻から，さらに南北成分お

よび東西成分の S波開始時刻から，それぞれ
10.24秒のデータ区間を抽出する。もし P波開始
時刻から S波開始時刻までが 10.24秒に満たない
場合はデータ区間長を P波開始時刻から S波開始
時刻の直前までとし，P波部分に S波が混入しな
いようにする。

（2） 上下成分から抽出したデータを用いて P波の PGA
（地表面最大加速度）を求める。また，南北成分

および東西成分から抽出したデータを用いてそれ
ぞれ PGAを算出し，それらの相乗平均をとるこ
とで S波の PGAを求める。

（3） S波の PGAを P波の PGAで除することで S波/P
波の振幅比を算出する。

（4） すべての地震データについてそれぞれ手順（1）
～（4）にしたがって S波/P波振幅比を求め，そ
れらを対数平均したものを最終的にその観測点の
S波/P波振幅比とする。

　図 4に平均および個々の S波/P波振幅比を観測点ご
とに示す。また，図 5に平均の S波/P波振幅比を地図
上で示す。図 4および図 5から，S波と P波の振幅比は
観測点によって 2倍～10倍と大きく異なることが見て
取れる。このことは，観測点ごとのサイト増幅を把握す
ることの重要性を示している。
　図 6に，2004年新潟県中越地震の震源近傍に位置す
る K-NET小千谷観測点（NIG019）を例として，図 2
に示した 87地震で得られた地表の観測 P波と地表の観
測 S波との関係を示す。なお，図 4（a）で示したように，
K-NET小千谷観測点の S波/P波振幅比の平均は 3.86，
標準偏差 σは 0.315である。図 6より，地表の観測 P波
と地表の観測 S波は，式 (1)で示したように線形関係に
あることがわかる。

4．2004 年新潟県中越地震への適用

4. 1　警報の即時性の検証
　P波規定値超過判定手法を 2004年新潟県中越地震の
本震データに適用し，警報の即時性について確認した。
図 7に，K-NET小千谷観測点を例として，観測された
P波に 3.2節で算出した振幅比をリアルタイムで乗じて
S波を予測するという本手法の処理過程を示す。P波が
検出された直後に，観測された P波の最大加速度
（PGA）に S波/P波振幅比（K-NET小千谷観測点では
3.86）をリアルタイムで乗じて S波の PGAを予測して
いる。ここで警報基準値を 80cm/s2とすると，P波検出
から 0.09秒後に予測の S波 PGAが 80cm/s2を超過した
ため，警報が出力された。このことは，現在の S波警
報や P波警報よりも非常に速く警報を出力することが
できるという，本手法による警報出力の即時性の高さを
示している。

4. 2　警報出力判断の正確性の検証
　図 1に示した地震観測点について，それぞれ P波規
定値超過判定手法を 2004年新潟県中越地震の本震デー
タに適用し S波予測を行った。図 8に，観測 S波 PGA
と予測 S波 PGAとの比較結果を示す。予測 S波に対す
る観測 S波の残差の対数標準偏差は 0.284と，精度よく

log s ( )= log s ( ) + ( )

図 3　P 波規定値超過判定手法の概念図
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図 4　各観測点の平均および個々の S 波/P 波振幅比

鉃道総研報告　Vol.39,  No.4,  202536



図 5　各観測点の平均の S 波/P 波振幅比

図 6　観測 P 波と観測 S 波の関係（K-NET 小千谷）
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S波を予測できていることが分かる。また，警報出力判
断の正確性について，既存の C-Δ法9）を用いた地震諸
元推定による P波警報との比較検証を行った。図 8お
よび表 1に示すように，本研究で使用した 52の地震観
測点のうち，P波規定値超過判定手法を適用した場合に
適切に警報出力判断できたのは 42点，空振り（過大評
価）となったのは 6点，見逃し（過小評価）となったの
は 4点であった。一方，C-Δ法による P波警報に対し
て同様に適用した場合の結果は，適切に警報出力判断で
きたのは 45点，空振りは 1点，見逃しは 6点であった。
以上より，本手法による警報出力判断の精度は C-Δ法
による P波警報と同程度の高さを有しているといえる。

5.　既存の警報手法との併用

　2004年新潟県中越地震の本震データを対象として，P
波規定値超過判定手法と，既存手法である S波警報お
よび P波警報の，地震検知から警報出力までの時間を
比較した。図 9にその結果を示す。各観測点の傍に示す
丸印がそれぞれ青，赤，緑色に点灯している場合，その
時点で，P波規定値超過判定手法，P波警報，S波警報
の各手法による予測もしくは観測の PGAが警報基準値
として設定した 80cm/s2を超過し，警報がそれぞれ出力
されていることを表現している。図 9（a）の検知時刻
から 0.64秒後の時点では，主に震源断層近傍では P波
規定値超過判定手法による警報が出力されている。一方，

図 7　2004 年新潟県中越地震への適用（K-NET 小千谷）

図 8　観測 S 波と予測 S 波の関係

表 1　2004 年新潟県中越地震に対する警報出力判断結果
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図 9　P 波規定値超過判定手法および P 波警報，S 波警報による警報出力状況の比較（2004 年新潟県中越地震本震）
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図 9（b）の検知時刻から 1.28秒後の時点では，主に震
源断層近傍では P波規定値超過判定手法および P波警
報により警報が出力されているが，震源断層の遠方では
P波警報のみで警報が出力されている。このことから，
P波規定値超過判定手法は震源断層近傍で最も速く警報
が出力でき，また既存の警報手法と併用することで広域
的に安定して警報出力できることが確認できた。

6．まとめ

　本研究では，2004年新潟県中越地震の本震データに
P波規定値超過判定手法を適用することで，鉄道沿線近
傍で発生する内陸地震に対する警報の迅速性および警報
出力判断の正確性について検証を行った。その結果，観
測された P波に対して事前に算出した S波/P波振幅比
をリアルタイムで乗じることで，震源断層周辺で既存の
警報手法よりも非常に速く，最短 1秒以内に警報を出力
できることが確認された。また，観測 S波 PGAと，観
測点ごとのサイト増幅特性を反映できる本手法で予測さ
れた S波 PGAの対数標準偏差は 0.284であり，既存の
C-Δ法による P波警報と同程度の精度で警報出力判断
ができることが明らかになった。さらに，本手法と既存
の警報手法を併用することで，広域的に安定した警報出
力が可能であることが示された。
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